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 フィンランドでは、二層構造の地方制度の下で、基礎自治体が断続的に福祉国家のサービス供給能力と自律性を強
化する制度改革を行ってきた。2023年に実施された社会福祉・保健医療改革（ＳＯＴＥ改革）は、社会福祉・保健医
療を担当する広域政府を新たに設置するもので、従来の制度改革を覆す大きな改革であった。本稿では、1990年代以
降の制度改革の全体を、相互依存する変数間の複雑な作用と偶発性がつくりあげる連続した進化の過程（Steinmo, 

2010=2017; Thelen, 2004）として捉える。異なる時期と文脈の中で成功や行き詰まりを経験してきた複数の先行事例
や改革への試みを紹介しながら、ＳＯＴＥ改革がこれらの試行錯誤の帰結であったことを説明する。さらに、これら
の改革と並行して、福祉供給の現場では多様で創発的な取組みが生まれており、フィンランドの地方制度がそれに資
する基盤へと変化していることを論じる。 

 

 
1. はじめに 
 
１－１．目的と背景 
 北欧型福祉国家は、伝統的に経済と福祉の調和を
目指し、経済に資する社会・福祉政策（生産的社会
政策）の展開を基調路線としてきた。工業型社会か
ら知識基盤・サービス経済社会への移行、グローバ
ル化する生産物・労働・金融市場、成熟化し流動化
する人口・家族構造などの21世紀の労働・福祉に関
連する諸課題に対して、北欧型福祉国家は優位性を
もって対応してきた（Taylor-Gooby 2004; Armingeon 

and Bonoli 2006; Bonoli and Natali 2012; Hemerijck 

2013ほか）。スウェーデンを中心とした伝統的な生
産的社会政策路線をもとにした、労働市場参加の促
進策である積極的労働市場政策（アクティベーショ
ン）やフレクシキュリティ、人的資本に投資し労働
力の活用の最大化をはかろうとする社会的投資アプ
ローチに加えて、家族のケア負担を減らす脱家族化
がジェンダー平等を進めていることなどがその背景

にある(Morel and Palier, 2012)。福祉国家研究にお
いては、このような北欧型福祉国家を、手厚い福祉
の現物給付を通じて本人の労働市場への参入を容易
にし、同時にケアや職業訓練業務の従事者等の間接
的な雇用を増やすことで、労働力の商品化とタック
スペイヤーの拡大とが相互連関し、これを最大化し
ようとする福祉国家システム（Esping-Andersen, 

1990=2001; 1999=2000）として、そのメカニズムや
福祉国家支持の基盤となる構造が注目されてきた。 
 一方、知識基盤型経済において、経済的・社会的
に持続可能であるためには、断続的に技術革新を生
み出す基盤と、それを可能にし、人々の生活を支え
る盤石で戦略的な福祉国家が必要である。北欧型の
福祉国家システムは、上述のような生産的社会政策
路線をベースとして、知識集約型産業に対応可能な
高度人材の育成や公的資金による研究開発環境の整
備にも貢献してきた（Edquist and Hommen, 2008; 

Lundvall, 1992; 2002; 2007; 2016, Miettinen, 2002=2010; 

Halme et. al., 2014ほか）。 
 福祉供給構造に目を向ければ、北欧型福祉国家の
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建設過程では、中央＝地方政府が車の両輪となって
発展を遂げてきた。普遍的なサービス供給を確保す
るための中央政府による一定のコントロールのもと
で、地方政府は拡大するサービス供給を担うために
広範な事務事業を担当し、同時に裁量権を獲得して
きた（Heikkila et.al., 1999; Rose and Ståhlberg 2005）。
さらに、2000年代以降は、サービス供給をより効果
的・効率的に行うことを通じて持続可能なものとす
ることを目指して、自治体の広域化や広域自治体の
機能強化などの改革が進められた。 
 このような北欧型福祉国家の展開に関する論点に
おいて、フィンランドはやや異なる様相をみせてき
た。他の北欧諸国同様に研究開発費が大きく、能力
形成や革新的挑戦に積極的である。一方、市民参加
や消費者デモクラシーを尊重する典型的な北欧の参
加型デモクラシーに比べると、分権的イニシアチブ
は弱い。失業への対応策では直接的な労働力のアク
ティベーションよりも新しい仕事の創出による間接
的な雇用拡大を指向することが指摘されている
（Kristensen & Lilja, 2011）。20世紀型の受動的な防
貧的社会保障と社会的投資アプローチに基づく政策
の両者が並列されてきたといえるだろう。さらに、
福祉供給構造に目を向ければ、中央政府と基礎自治
体という二層構造のもとで、行政分野ごとに異なる
枠組・メンバーの基礎自治体による事務組合が形成
され、利益と財源が輻輳する複雑な状況が生まれて
きた。こうした状況の中で、1990年代以降の福祉供
給構造の断続的な改革を経て、福祉供給体制そのも
のが変化をしやすく柔軟なものへと変化し、新産業
創出の基盤の一つにもなっている。 
 そこで、本論文では、フィンランドの地方制度に
関連する福祉供給構造改革の複数の事例を取り上げ、
多様で創発的な取組みによる変化が生み出されてい
ること、さらに地方制度自体が新たな取組みが生ま
れやすいものへと変化していることを論じたい。 
 
１－２．分析の視点 
 福祉国家研究では、研究アプローチとして、福祉
国家への支持とそれを支える政治的資源動員を重視
する権力資源論や、福祉国家の危機以降の縮減期の
福祉国家の膠着性の背後にある経路依存性などに着

目する歴史的制度論などが多く用いられてきた。さ
らに2000年代に入ってからの動きについては、グ
ローバリゼーションの中でのポスト工業化時代にお
ける福祉国家の再編を論じるものには言説政治論も
用いられている（西岡［2021］）。 
 本報告で取り上げるフィンランドにおける複数の
福祉供給構造の改革は、2000年代以降の比較的近年
の取組みである。フィンランドのＥＵ加盟（1995年）
は、国家システムそのものを変化させ、権力構造を
複雑化させた。労働力の流出入は複雑かつ頻繁にな
り、ＥＵの配分する資源が直接地域に投下されるよ
うになった。グローバリゼーションの中で、ポピュ
リズム政党も影響力を拡大した。さらに、ポスト工
業化社会における産業構造の転換は、労働・雇用の
あり方や利益団体の構造を変えている。科学技術の
さらなる発展や情報化の進展もあいまって、福祉国
家が供給するサービスは多岐にわたり、また変質し
ている。 
 このような状況の中で福祉国家の変化の過程を捉
えて理解しようとするには、この変化を、分析対象
が複雑な状況の中で新しい環境に適応する過程と捉
えて分析する進化理論の立場（Steinmo, 2010=2017）
に立つことが有用であろう。そこで、本稿では、政
治的・歴史的文脈を重視し、相互依存する変数間の
複雑な作用から引き起こされた偶発性に目を配りな
がら、連続した過程として個々の変化（改革の動き）
に着目していく。 
 
2. フィンランドにおける 
 地方制度改革の文脈 
 
２－１．福祉国家と地方政府 
 福祉国家の発展において地方政府は重要なアク
ターである。地方政府は、福祉の供給主体として、
福祉サービスを中心に資源の調達・調整・配分にか
かわってきた。福祉国家の政府間関係や地方政府の
あり方は、福祉国家のあり方に影響を与える（たと
えば、北山［2011］、Sellers and Lidström, 2007）。
地方政府の福祉供給能力は、住民が利用可能な福祉
の量や質を左右するし、地方政府は地域の地理的、
経済的、社会的特性に合わせて、福祉供給の最適化

●－自治総研通巻562号 2025年８月号－●

－ 2 －



 

－ 3 － 

●
－自治総研通巻562号 2025年８月号－●

をはかる可能性も持っているからである。さらには、
新しいニーズの発見や給付、システム、サービスの
開発などを行い、全国へ影響を与えている（たとえ
ば、太田ほか［1986］、駒村・田中［2019］）。 
 しかし、このような地方政府が積極的に福祉を供
給したり、効率的・効果的な運営を目指してイノ
ベーティブな試みを行ったりするには、地方政府が
その能力を備えている必要がある。それには、中央
政府との相互作用が重要になる。たとえば、北山の
日本の国民健康保険制度の歴史的発展の分析によれ
ば（北山［2011］）、国民健康保険制度の展開過程
において、地方自治体は中央政府によってサービス
供給のインフラ構造として整備され、能力を備えて
いく。中央政府は能力を備えた地方自治体を別の政
策で利用するために、さらに地方政府に投資する。
これらの連続の中で、地方自治体は自らの事務の範
囲と遂行能力を拡大させていった。すなわち、中央
政府と地方自治体の間の相互作用の中で発展した。 
 セーレン（Thelen 2004=2022）は、進化論の立場
から福祉国家の発展分析を行っているが、微細だが
重要な面で制度が形を変えうる特定のメカニズムと
して、制度堆積と制度転用をあげている（セーレン 
［2022］：37－45）。制度堆積は、安定した制度の
上に新しい要素が加わり、当初意図していなかった
発展を生み出す変化をさす。日本における国民健康
保険制度の展開過程において期せずして生じた地方
自治体の発展も、制度堆積の帰結という面から説明
することもできるであろう。それでは、フィンラン
ドの地方政府はいかに発展を遂げてきたのであろう
か。 
 
２－２．フィンランドにおける地方政府と福祉供給 
 フィンランドは、北欧諸国の中でも工業化の開始
が遅く、戦後しばらくの間農村社会の影響力が比較
的大きかったことが、福祉国家の発展に影響を与え
ている。社会民主党と農民政党が連立政権を組み、
政策へ実質的な影響力を及ぼしあってきたことが、
年金制度の実施、健康保険制度の導入の遅れに影響

 
(１) 本稿では、法の表記は日本語訳のみとし、特定できるよう法番号を付記した。なお、日本語訳は、内容をわかりや

すく伝えるために意訳とした。正式な法の名称は、法番号（成立番号／成立年）から確認することができる。 

している（ペーターセンほか［2017］：88－114）。 
 地方制度は、中央政府と地方政府（自治体
“kunta”）の二層構造で構成されてきた。自治体
の数は最も多いときで600を超え、1970年代に一度
自治体合併が進んだ後は、2000年代に分権改革が進
められるまで自治体数は500弱のままであった。自
治体の人口・面積にはばらつきがあり、南部に人口
が集中し、主に北部、東部、島しょ部に人口過疎地
域や1,000人未満の自治体が分布し、これらの自治
体のサービス供給能力を確保することが長年の課題
であった（Kettunen and Yabunaga, 2014）。そこで、
1948 年に制定された地方自治に関する法律
（642/1948)(１)では、複数の自治体が事務の一部を
共同で実施する自治体組合“kuntayhtymä”制度が
導入された（以下、事務組合という）。廃棄物処理
や公共交通の運営など、単独の自治体で運営が困難
な業務については、事務組合を個別に設置して対応
してきた。また、保健・医療は別の枠組みで事務組
合による圏域が設定されてきた。1943年の中央病院
の設置に関する法律（413/1943）では、全国を約20
の圏域に分割して病院医療を担当する医療圏を設定
し、順次各地区へ中央病院を設置していった。1989
年には高度医療を担当するための大学病院を中心と
する高度医療圏を５つ設置した（医療圏は、後述の
広域自治体の新設に伴い廃止されている。）。地域
開発に関しても別の圏域設定が進められている。
1994年には、ＥＵ加盟への対応として歴史的に結束
のある約20の「地方」を圏域としてマークンタが法
定（地域発展法1135/1993）の広域行政圏として設
定され、圏域に含まれる自治体による広域行政連合
が地域計画を担当する必置組織として設置された。
さらに、自治体は単独または共同で公営企業を設置
して規模の経済が求められる事業や独立採算が適し
た事業を運営する場合もある。 
 自治体は、これまで法定業務として①学校教育・
保育、②文化・青少年・図書館、③都市計画・土地
利用、④水処理及び廃棄物処理、⑤環境関連サービ
ス、⑥社会福祉・保健サービス、⑦消防及び救助活
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動を担当してきた。また、自治事務（自主事業）と
して、経済、雇用、住宅関連事業も行ってきた
（Valtiovarainministeriö ウェブサイト）。 
 
２－３．地方自治制度の発展と分権化 
 地方自治体の基礎サービス供給機能は、1960年代
から90年代初頭にかけて各自治体の財政力格差に配
慮した個別補助金をベースとして整備された。1984
年のＶＡＬＴＡＶＡ改革と呼ばれる国庫支出金改革
（社会福祉保健医療計画と国庫補助金に関する法律）
は、一般補助金による財政格差解消と事業別に統合
された国庫補助金を通じて、自治体の強化やそのた
めの中央から地方への財政移転の拡大をはかり、社
会福祉サービスの普遍的な実現を目指すものであっ
た（山田［2006］）。しかしこの改革は、自治体に
５年ごとの社会福祉・保健医療計画を国へ提出し、
事業及び国庫負担金使用について詳細な報告書を求
めるなど、国が自治体の行う社会・保健医療サービ
スについて「細部に至るまで指導監督」（山田
［2006］：206）するものであった。 
 国による強い統制の方向性を大きく転換したのは、
1993年の包括補助金制度の導入である。教育文化、
保健医療福祉、一般の三つの分野別に算出される包
括補助金制度が導入され、これまでの事業別の補助
金は包括補助金へ移行することとなった。また税収
格差を是正するための税収平衡補助金等で財政脆弱
自治体への支援が行われた（山田［2006］）。さら
に1995年には施設建設補助金や財政力指数が廃止さ
れ、税収格差の調整は税平衡補助金のみとなった
（横山［2019］）。 
 一方、1995年の地方自治法（365/1995）の全面改
正は、中央から地方への財政移転の規模を抑えると
ともに、サービス供給の方法に関する裁量権の拡大
を通じて自治体の柔軟な行政運営を可能にした（藪
長［2008］）。2008年には、中央政府における地方
自治、地域開発、地方事務所の所管が内務省から財
務省へ移管され、中央政府の監督機能は、地方政府
のサービス供給機能の充実・強化・統制によるサー
ビスの質・量の確保から、地方政府の財政規律の監
督へと移行した。さらに2010年の一般補助金への移
行により、財政調整機能は中央政府から自治体間で

の水平的税収調整へ移行し、自治体間の相互調整が
求められるようになった。2015年の地方自治法の全
面改正（410/2015）では、欧州財政コンパクトの適
用に伴い、自治体の収支は関連団体グループ
“kuntakonserni”の連結収支まで統制対象となり、
自治体の財政規律は厳格になった。一方で、常任委
員会モデルの導入などにより、自治体の組織や意思
決定機構に関する自治体の選択肢は広がり、自治体
の主体的な意思決定の機会が広がった。 
 これらの時期は、それまでの均衡発展を目指した
地域開発から、成長拠点の開発・支援へとシフトし
た 時 期 で も あ っ た 。 1993 年 の 地 域 発 展 法
（1135/1993）は、ＥＵ加盟への対応と共に、地域
に自主的な発展の方向性の選択、すなわち手挙げを
求めるものでもあった。また、1994年から開始した
ＣｏＥプログラム“Osaamiskeskusohjelma”は、
2013年までの３期にわたって、高度知識を必要とす
る新産業開発を進めるプログラムで、国際競争力強
化のための地域の産学官連携を強化し、クラスター
の形成を牽引した。さらに、首都ヘルシンキ圏域の
開 発 強 化 を は か る メ ト ロ ポ リ ス 政 策
“metropolipolitiikka”も2007年には政権綱領に明示
された（藪長［2010］）。 
 以上のように、1990年代以降の地方制度について
中央政府と地方政府との関係に焦点をあててみてい
くと、発展のイニシアチブは意図的に中央政府から
地方／地域へ移行していったようにみえる。中央政
府の役割は、地域のサービス供給環境の整備や、地
域の発展を促しバランスを取るための投資や調整か
ら、法制度や財政上の制約を減らし、地域の主体的
な発展を「支援する」（Valtiovarainministeriö, 2014: 

6）役割へと変化した。さらにすなわち、自治体が
自ら選択し自律的な経営を行う環境が整っていった
と同時に、中央政府はファシリテーション機能を担
うようになっていったということができる（図１参
照）。 
 次節では、このような文脈の中で、ＳＯＴＥ改革、
すなわちフィンランドに広域政府が設置されていく
までの広域化に向けた改革や取組みを取り上げ、そ
のプロセスを分析していく。 
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図１ フィンランドにおける地方制度改革の文脈 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）藪長［2021］を一部改変 
 
 
3. 改革の事例 
 
３－１．カイヌー行政実験による広域政府の設置 
 カイヌー地方は、フィンランド中部、ロシアと国
境を接する東側に位置し、人口約71,000人の広域行
政圏（マークンタ）を形成している。一人当たり国
民所得、世帯の可処分所得は全国最低水準で、行政
実験提案前の2000年時点の失業率は約20％にのぼり、
人口減少と高齢化の急速な進行が予想されていた。
持続可能な地域発展を目指した模索が続いていたが、
2001年の首相への陳情をきっかけとして、特例とし
て主な公共サービスの供給を広域政府で行うカイ
ヌー行政実験法（343/2003）が制定された。 
 改革は、自治体の事務事業の再編成、全体的な戦
略策定、コスト削減を通じて、①公共サービスの供
給を持続可能なものとすること、②地域発展の前提
条件となる企業環境を整備し、雇用を創出、人口流
出を食い止めることで、持続可能な地域発展を可能
とすることを目標とした。この目標に向けて、2005
年に直接選挙により選出された議会を有する広域政
府が設置され、同じ圏域で広域行政連合が行ってい
る一般的な開発政策に加えて、保育を除く社会福
祉・保健医療サービスと高校及び職業学校の運営を
自治体から、中央政府から環境保護などの業務を移

管し、広範な業務を担当することとした。しかし、
実験は2012年に参加自治体の反対により終了した。 
 当時のカイヌー地方では、若年人口が流出し、高
齢化が進んでいた。しかし、雇用産業政策は中央政
府の所管であったため、雇用のミスマッチの問題な
どに地元では対応できずにいた。そこで、中央政府
が管理する雇用産業部門の予算を、カイヌー地方の
広域行政連合が持つ地域開発や地域計画予算と合わ
せて開発を構想することで、地域の実情に即した開
発をこれまで以上の規模で実施することが可能にな
ると考えられていた。一方、社会福祉、保健医療、
教育などの基礎サービスは、圏域内の事務組合を設
置してサービス供給に当たってきた。しかし、事務
組合の最高意思決定機関は参加自治体議会から選出
された議員で構成される協議体であるため、各自治
体の思惑の違いや、間接選挙による住民の無関心な
どから、思い切った改革ができずにいた。そこで、
圏域内での直接選挙による議員で構成される議会を
設置することで、地域に共通の利益を優先し、規模
の経済を生かした大胆な改革をすることを期待して
いた。さらに、改革を通じて、中央政府、自治体と
広域行政連合、さらに自治体の事務組合などで分散
して行われている事務事業を広域政府へ集中させる
ことで二重行政による無駄を省き、明確な意思決定
経路を持つことにより、地域のニーズに合った戦略
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的改革と発展を目指した。 
 行政実験のための特別法の制定にあたって、構想
と骨子は、中央政府が任命した審議官によって検
討・執筆された。法可決後の実施の段階では、15年
にわたってカイヌー医療圏の事務局長を務めた幹部
職員が準備組織の事務局長に任命され、さらに行政
実験の実施を牽引した。 
 実験実施期間中、参加自治体の財政は改善した。
また、周辺部に位置する小規模自治体は、サービス
の広域化によって一般的なサービスの供給頻度やア
クセスの悪化があったにもかかわらず、サービスの
種類が増え、高度なサービスへのアクセスが向上し
たことから住民のサービスへの満足度が高まった。 
 しかしながら、全体的な改革戦略の半分が中央政
府の抵抗で制度的に不可能となったこと、意思決定
機構を構成する政治家のコミットメントが不足して
いたことが、改革の主な障壁となった。全体的な戦
略の行き詰まりは、中央政府の抵抗によるもので
あった。当初カイヌー側が提案していた雇用産業等
政策の中央政府から広域政府への移管は所管省庁の
反対のために実現しなかった。既存のサービスや組
織を解体すること、立場が弱体化すること、地域間
の公平性が失われること、さらには自治体職員の能
力への不信感が抵抗感となり、障壁の原因となった。
一方、地元の地方政治家たちはサービス削減等の決
定を直接しなければならなくなるため消極的であっ
た。 
 行政実験は８年間で終了に至った。関係する中央
省庁の理解と協力が十分に得られなかったために当
初の構想の一部しか実現できなかったこと、参加自
治体同士の協力関係がうまくいかなかったことが行
政実験の成否を左右した。当時の通商産業省の抵抗
で産業政策の広域政府移管は失敗した。これはカイ
ヌー地方が一体的な発展をすることを阻んだ。そし
て行政実験が終了したのは、８つの参加自治体のう
ち、最も人口規模が小さく独自の文化的背景を持つ
１つの自治体が継続に反対したからであった（藪長
［2008］、［2012］）。 
 

３－２．南カレリア社会福祉・保健医療圏 “Eksote” 
   の改革 
 フィンランド東南部ロシアとの国境地帯に位置す
る南カレリア地方は、９自治体で構成される人口約
13万人の南北に長い地域である。南カレリア社会福
祉・保健医療圏“Eksote”設立以前は、法定の医療
圏が供給する病院ケアと自治体が供給する保健セン
ターにおけるプライマリ・ケアが分断され、病院ケ
アの過密やフォローアップケアの不足等が課題と
なっていた。また、高齢化等を背景としたコスト増
も問題になっていた。2007年度から実施された社会
福祉・保健医療サービスの供給単位の一定規模化を
求めるＰＡＲＡＳ改革（３－４で後述）をきっかけ
に、2009年に、各自治体が供給するプライマリ・ケ
アと社会福祉サービスの供給単位を見直し、病院ケ
アを担当する南カレリア医療圏に統合することを決
定し、事務組合“Eksote”を設立した(Eksote, 2017)。 
 当時の南カレリア地方では、圏域が細長く効率的
なサービス提供には不利な形状であることから、在
宅ケアへの移行を進めること、そのために、病院・
施設ケアと在宅ケアの間の連続したケアプロセスを
構築するためのネットワークの形成が必要であった。
しかし、各自治体の利害が衝突し、思い切った改革
ができずにいたため、自治体や圏域の旧来の発想や
領域の枠組みにとらわれないよう白紙の状態からオ
ペレーティングモデルを開発し、従来の運営方法を
全体的に置き換える必要があった。そのための組織
文化の改革やスタッフの理解と能力が求められた。
そこで、戦略的に段階を踏んだ三段階の開発戦略を
持つネットワーク化によるサービスの統合を構想し
た。第一段階は、各自治体がプライマリ・ケアと社
会福祉サービスの供給を担当し、これに加えて医療
圏の病院ケア供給がそれぞれ個別に機能していた統
合前の状況とし、第二段階は９自治体と医療圏の統
合により規模の経済が生じる状態とした。第三段階
では、統合した各組織が、機能を明確にして分担し、
ネットワークを構築する。このネットワークがクラ
イエントのニーズに分担して対応する。さらにネッ
トワークは中央政府や民間団体などの外部組織と連
携するものとした（Korpela et al., 2012）。 
 Eksoteの特徴の一つは、多様なアクターとの協働
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によるビジネス経営手法に基づく改革実施にある。
上記の三段階の開発戦略の実現に向けたロードマッ
プの作成は、Eksote理事長、企画開発部長、各サー
ビス部門マネジャー、主任医師等13人が参加する会
議において、グループ意思決定サポートシステム
（ＧＤＳＳ）などを用いながら２か月で策定された。
このプロセスでは、地元のラッペーンランタ工科大
学（当時）で開発された知識が応用された。例えば、
開発戦略の策定は同大学の意思決定支援ルームを使
用し、ＧＤＳＳやそのためのソフトウェアを活用し
ながら行われた。策定後には、この過程への参加者
への聞き取り調査をもとに、グループの協働プロセ
スにもたらすＧＤＳＳの効果測定が行われている
（Korpela et al., 2012; Eksote, 2017ほか）。 
 開発戦略の実施過程では、開発資金確保のために
外部資金の活用を積極的に行っている。例えば訪問
救急システムの開発はＥＵの地方開発補助金や雇用
産業省の補助金を、市民のデジタルサービス利用ス
キルを強化するDigitukiプロジェクトは財務省の補
助金を導入している。また住民の健康・サービス利
用状況を統合した社会福祉・保健医療（ＳＯＴＥ）
情報管理システムの開発においてはSitraの資金援助
を得ている。そのほか、東フィンランド大学、サイ
マー応用科学大学など様々な研究機関と共同研究を
行っている。さらに、サービス提供体制を整備する
ために、マネジメントとリーダーシップの育成、ナ
レッジマネジメントの強化を明確に打ち出した。マ
ネジメントを担当する職員は、専門的なマネジメン
ト教育、メンタリング、試験を受ける。また、リー
ンモデルを取り入れて職員が主体的に業務の見直し
を検討するパヤ“Paja”と呼ばれる独自の業務開発
プロセスを開発し、ＥＵのグッドプラクティスとし
ても参照事例となった。2019年の時点では、戦略支
援サービスとして、全職員4,954人（2019年）中、
研究開発スタッフが40人、マネジメント業務スタッ
フが350人配置されていた。 
 Eksoteのもう一つの特徴は、新しいサービスや産
業を生み出したことである。上記の産学官連携の中
から、効率的で効果的なサービス供給に資する、訪
問救急システムや24時間オンラインサービスなどの
新サービスを開発した。また、障がい者の個人予算

システムの導入やベンチャー企業の開発製品の導入
などにも取り組んだ。Eksote導入前には年6.1～
9.5％の支出増が続いていたが、導入後1.4％～
5.8％の増に抑えられている。コスト増の抑制と
サービスの価値の向上を同時に実現したベストプラ
クティスとなり、モデルとして他圏域にも導入され
ていった（Yabunaga, 2020）。 
 
３－３．子ども家庭サービス改革“ＬＡＰＥ” 
 2016年から2019年の４年間にフィンランドで実施
された子ども家庭サービス改革プログラム（Lapsi- 

ja perhepalveluiden muutosohjelma、通称ＬＡＰＥ）
は、子ども・青少年・家族のウェルビーイングと資
源の強化を目標とし、子どもに関する様々な領域の
社会的サービスの公的供給において、運営主体を自
治体から圏域へ移行させることで、福祉・保健医
療・教育の専門職の業務連携を進め、サービス供給
を行う各地域（圏域）内のネットワークの形成に成
功した。また、従来の公的子ども関連サービス供給
の体制や異なる専門職間の関係を構造的に変革し、
さらには子ども福祉サービス従事者に共通する専門
的な業務に関連する社会通念や組織文化を変えるこ
とを視野に入れた取組みであった。当時のシピラ政
権（中央党、2015－2019年）で順調に実施され、
フィンランドにおける同時期の福祉関連改革、子ど
もに関する政策プログラムの中で唯一成功を収めた
と評価されている（STM, 2019; Owalgroup, 2019）。 
 ＬＡＰＥ改革がスタートする契機となったのは、
2015年にスタートしたユハ・シピラ政権（中央党）
が政権プログラムの重点の一つに社会福祉・保健医
療分野を据えたことにある。将来世代のウェルビー
イングの向上を戦略的目標として設定した全26の重
点事業のうち、５つを社会福祉・保健医療分野が占
め、その一つがＬＡＰＥであった。ＬＡＰＥの背景
となった当時の課題は、一部の子どもにみられる学
力や身体的・精神的な健康面での格差や違いが深刻
化し、その割合が上がっていることが学校保健調査
からわかってきたこと、もう一つは、児童保護に至
るケースの多くで親が生活上の困難をかかえている
にもかかわらず、その多くが保護までに支援を受け
ていなかったことである。自宅外保護となったケー
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スの半数以上が親の疲弊や育児能力の不足、家族間
の不和・関係悪化などが原因であるにもかかわらず、
それまでにサービスを利用したことがなかったケー
スが70％を占め、離婚などの家族関係の変化、母親
の失業、長期疾病状態などが３割以上を占めること
も明らかになっていた。 
 当時のフィンランドでは、2002年の国連子ども特
別総会において採択された呼びかけ文書をきっかけ
に2005年に行動計画「子どもたちにふさわしいフィ
ンランド」（STM, 2005）を策定し、子どもの最善
の利益を掲げ、子どもオンブズマンや子ども評議会
を設置していたが、児童福祉の分野を政策として焦
点化できずにいた。その後、2008年の女児死亡の
ケースやその他の死亡事件に関する調査などの政府
の取組みをきっかけに、支援の三層モデル、学校児
童生徒福祉法（1287/2013）の制定、児童生徒の参
加の促進、教育現場での教員＝医療従事者連携支援、
教育文化省主導の組織文化を変えていく予防的取組
み、児童保護システムの改革（「機能する児童保護」
2014年）、2008年から2015年までの間に二期にわ
たって行われた社会福祉保健医療全国発展プログラ
ム（ＫＡＳＴＥ Ｉ, Ⅱ）における基礎自治体・医
療圏での児童福祉の先進的取組み事例など、子ども
の福祉を取り巻く政策の変化や先行事例などが蓄積
されてきた。しかし、ＬＡＰＥの課題として示され
たように、現場での個別の取組みは進んでも、分野
／領域内、または地域内での取組みにとどまってい
た。このために、実際のサービスは領域による縦割
りで、各専門職の予定に合わせて子どもや家族がた
らい回しにされたり、予約日までの期間が長すぎた
りするために、利用に至らずに、問題が深刻化する
ケースがみられるようになっていた。 
 ＬＡＰＥが2015年５月に政権プログラムに明記さ
れた後、家庭及び基礎サービス担当大臣が実施を担
当し、政府の福祉保健担当グループが実施の進捗を
管理することとされ、具体的な準備作業が10月１日
に開始された。中央党に所属する国会議員でフィン
ランド初代子どもオンブズマンを２期務めたアウラ
（Maria Kaisa Aula）がプログラム責任者に任命され
た。アウラは、実施計画策定から評価までの方針を
設定する運営委員会“ohjausryhmä”を設置し、議

長に就いた。運営委員会は、サービス供給を担当す
る自治体の責任者と自治体連合からの代表者、省庁
からは社会福祉省に加えて法務省・教育文化省の担
当者、子ども家庭関連の各種サービスに従事する民
間・非営利団体及び連合会からの代表者・実践者ら
で構成された。実施を担当するプロジェクト委員会
は各省庁からの代表者で構成された。運営委員会で
の構想策定に向けた議論やその後の定期的な委員会
において、現場の実務をよく知る専門職の意見を聞
きながら、実質的な議論を積み上げていったことが
改革の強固な素地を作り上げたという。アウラは、
2016年に入るとすぐに、基本構想の正式決定を待た
ずに全国の自治体が加入する自治体協会においてＬ
ＡＰＥの説明を開始した。2016年３月に専属スタッ
フが配置されると、４月に構想が発表され、圏域で
の説明会が開始された。 
 ＬＡＰＥについては、すでに広域連合として地域
振興計画などを担っていたマークンタ（複数の基礎
自治体が事務組合を結成して組織する広域行政圏）
をもとにした広域行政圏が実施することとし、改革
のための財源の交付の単位となった。広域行政圏に
はＬＡＰＥ委員会が設置され、さらにチェンジエー
ジェント（Muutos agentti, ＭＡ）を置いて委員会の
運営や実施のために自治体や専門職間のコーディ
ネーションやファシリテーションを担当し、さらに
中央政府と担当地域内の橋渡しを担った。 
 ＬＡＰＥは各圏域の主体性を尊重するために、理
念や目的、骨組みとなる展開事業、また計画策定組
織については中央政府がイニシアチブをとったもの
の、具体的な実施内容や供給方法は圏域の選択（Ｌ
ＡＰＥ委員会での検討）に委ねた。４つの展開事業
は少なくとも１つ以上を圏域で実施すればよく、１
つのみ実施した圏域もあれば４つすべてを実施した
圏域もあった。また、改革予算が圏域単位で補助さ
れたことから、一定の規模で改革を実施することが
可能であり、圏域の実行力を高めることにもなった。
各圏域に必置とされたＬＡＰＥ委員会には、圏域の
保健医療、福祉、教育、青少年事業の担当者、公
立・民間の両者を含む代表的なサービス提供者、教
区、青少年の代表、当事者の代表を含むこととされ、
ＬＡＰＥの圏域内での事業の計画と実施の双方を先
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導する役割が委ねられた。ステークホルダーを巻き
込むことで各地域の現場の状況に沿った計画策定や
実施も可能にすることができたといえるだろう。 
 ＬＡＰＥが順調に実現した背景には、政権の後押
しだけでなく、改革を率いたアウラの行政及び子ど
も政策に精通した専門家としての能力と政治家とし
ての経験、また実施過程で目標の明示と共有するし
くみ、実施者の主体性を促す裁量権を確保するしく
み、改革を円滑に進めるためのチェンジエージェン
トの導入、また委員会の設置などを通じて現場実践
の専門職の活用を含めた広く意見を吸収するしくみ
を体系的に設定したことなど、様々な経営学的手法
が取り入れられていたことが挙げられる（藪長
［2024］）。 
 
３－４．ＳＯＴＥ改革：広域政府＝ウェルビーイン 
   グ圏域「アルエ」の創設 
 2.で述べたように、中央政府と地方政府の政府間
関係においては、1990年代半ば以降、分権化が順次
進められていった。これに対して、地方制度の再編
に関する議論は政治の場を中心に繰り返し生じてい
た。フィンランドの統治構造は、中央政府と基礎自
治体の二層式で、また自治体の人口規模もばらつき
が大きく平均で約17,000人とデンマークやスウェー
デンと比べて小さいことから、増大する社会福祉・
保健医療福祉サービスの安定的な供給の基盤となる
規模の確保が焦点となっていた。特に、2000年代以
降は、1990年代後半のＥＵ加盟、長期不況の経験、
高齢化の進展等に伴い、持続可能な福祉国家の運営
へ向けた指針を示すことが政権の重要な責務となっ
ていた。 
 そこで、二期にわたるヴァンハネン政権（中央党、
2003－2007年、2007－2010年）では、増大する社会
福祉・保健医療福祉サービスの安定的な供給を確保
するための規模の確保を目的とした「自治体及び
サービス構造改革“ＰＡＲＡＳ”」が実施され、基
礎サービス供給単位に一定の人口規模が求められる
ようになった。小規模自治体は、合併か、他自治体
との連携や、他自治体・民間企業等からのサービス
購入、公営企業の活用などの選択を迫られた。改革
と並行して、補助金を活用して大規模な市町村合併

が進められた（Kettunen and Yabunaga, 2014）。 
 次のカタイネン＆ストゥッブ政権（国民連合党、
2011－2015年）では、これまで自治体間の連携に
よって提供してきた自治体サービスの提供単位の広
域化を提案し、社会福祉・保健医療を担当する５つ
の自治体連合と集住地域の創設を提案した。しかし、
区割りが合意に至らず、提案は否決された。カタイ
ネン首相は否決後に大都市強化型の政策、メトロポ
リス政策を発表した。さらに、辞任直前に専門家会
議を組織し、その報告書『激動の自治体』では、自
治体としての機能を維持できない場合、自主的に自
治体の存続を放棄し、中央政府にサービス供給機能
を 移 行 さ せ る 可 能 性 も 示 唆 し た
（Valtiovarainministeriö, 2014:16）。 
 2015年に就任したシピラ政権（中央党、2015－
2019年）は、社会福祉・保健医療分野（ＳＯＴＥ）
の改革を公約し、2017年に州の設置、2019年に新組
織の選挙の実施を予定していたが、実現は難航した。
医療制度改革や保健医療・福祉分野への競争原理の
導入、圏域の設定への合意が得られないことが阻害
要因となっていた。政権任期終盤でＳＯＴＥ改革の
計画の遅れ、実施に必要な政党間の合意が得られず、
最終的に内閣は辞任に追い込まれた。 
 シピラ政権後、中央党から社会民主党へ政権が移
り、さらに首相の辞任に伴いサンナ・マリンが2019
年12月に首相に就くと、翌年2020年12月に改めてＳ
ＯＴＥ改革に関する提案が議会に提出された。改革
案は2021年６月23日に可決し、７月１日に発効した。
サンナ・マリン政権（社会民主党、2019－2023年）
は、それまでのヴァンハネン、カタイネン＆ス
トゥッブ、シピラが手がけた地方制度改革をようや
く実現につなげた。マリン政権が提案した改革は、
それまで目指していた再編の領域を地方制度全体か
ら社会福祉・保健医療と救急救助の分野に絞り込ん
だ。 
 ＳＯＴＥ改革（社会福祉保健医療及び救急救助
サービスの供給改革）は、2019年に発足したサン
ナ・マリン政権の政権綱領を構成する８つの政策目
標のうちの一つ「公正、平等、包摂的なフィンラン
ド 」 を 実 現 す る 手 段 と し て 導 入 さ れ た
（Valtioneuvosto, 2019）。その理由として強調され
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たのは、サービスの地域間格差の是正とサービスへ
の平等なアクセスの確保、アクセシビリティの向上
である。専門職人材の不足、コスト増の抑制などの
具体的な課題に加えて、地域間格差を明確に打ち出
した点、分野を絞り込んで社会保健省を所管官庁と
した点で、地方制度改革の実現を目指してきたこれ
までの政権とは一線を画した（表１参照）。 
 ＳＯＴＥ改革では、地域計画単位として全国に置
かれた広域行政圏を基礎として全国に23の広域自治
体＝ウェルビーイング圏域“Hyvinvointialue”「ア
ルエ」が設置された(２)。各アルエには実施拠点Ｓ
ＯＴＥセンターが置かれ、アルエの組織は基礎自治
体及び国から独立した自治権を持つ法人として、法 

定業務である社会福祉、保健医療、救急救助サービ
スの供給主体となった。その一方、法定事業を妨げ
ない範囲で関連する事業を実施することができ、
マークンタを兼ねることもできる。また、協定で特
定の自治体への委託や購入等も可能である。 
 アルエは、緊急時や例外的な状況を含むあらゆる
状況において、住民が必要とする保健医療福祉サー
ビスを提供できるよう、十分な技術レベル、能力、
体制を有していることが必要とされる。事業遂行に
必要な専門的な社会的・医療的スタッフその他の人
員を自由に使えることや、施設、設備その他の必要
な条件を満たしていること、組織としての責任を果
たすためのスタッフへの適切な福利厚生等の提供が 

 
表１ 2000年代以降に発表された地方制度改革（未実施を含む） 
 
政 権 ヴァンハネン カタイネン＆ストゥッブ シピラ マリン 
政権任期 2003－2007，2007－2010 2011－2014，2014－2015 2015－2019 2019－ 
名 称 自治体・サービス供給改

革（ＰＡＲＡＳ改革。並
行して自治体合併を推
進） 

社会福祉・保健医療改革 広域自治体及び社会福祉
保健医療改革（マークン
タ及びＳＯＴＥ改革） 

社会福祉保健医療及び救
急救助サービスの供給改
革（ＳＯＴＥ改革） 

発表年 2005 2014 2017 2020 
実 施 2006年から2011年に実施

された合併と、新しい協
力体制の導入により、自
治体数が95減少。政権交
代により終了。 

2015年の議会への改革提
案が否決される。 

2019年に議会への提案が
否決される。 

2021年可決、施行、2023
年業務開始予定。 

提案理由 自治体規模のばらつきと
小規模脆弱自治体の不安
定な財政基盤 
地域の活性化の喪失 
公共サービス単価の急激
な上昇 

人口高齢化によるサービ
スニーズの増大 
サービス供給の地域間格
差の拡大 
サービス供給不足 

地方自治体のサービスへ
の平等なアクセスの確保
困難 

ニーズに対するサービス
の供給不足 
サービス供給の地域間格
差 

目 的 自治体サービス提供のた
めの将来的な十分な構造
基盤の提供 
生産性の向上 
自治体支出増の抑制 
地域公共サービスの運営
の改善 

平等な社会・医療サービ
スの保証 

生産性の向上 
公的支出の節減 
社会・医療費の伸びの抑
制 

公共の福祉と健康の格差
の縮小、平等で質の高い
福祉医療サービスの保
証、安全性の向上とアク
セスの改善、医療専門職
の確保、支出の増加の抑
制 

再編内容 自治体間連携によるサー
ビス供給単位の規模確
保：補助金による自発的
な自治体合併と人口基盤
を保証するための強制的
な自治体間連携 

自治体間の連携による自
治体サービスの広域化：
公共の社会・医療の組織
を担当する５つの自治体
間共同体と集住地域の創
設 

広域自治体の新設：福
祉・医療、消防・救助、
地域計画等を担当する限
定的な自治権を持つ地域
政府の創設。（18、直接
選挙、課税権なし） 

広域自治体の新設：福
祉・医療、消防・救助、
地域計画等を担当する限
定的な自治権を持つ地域
政府の創設。（提案時は
21、直接選挙、課税権な
し） 

出所）藪長［2021］及びValkama and Oulasvirta, 2021  
 

(２) さらに、ヘルシンキ周辺地域をカバーする高度医療圏ＨＵＳが設定されている。 
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求められる。アルエはサービスの生産者である必要
はなく、アルエ域内のサービスの確保と提供、すな
わち福祉供給責任を担う。 
 政府は、アルエ設置のメリットを次のように説明
し て い る （ Valtioneuvosto, 2020a; 2020b; 2020c; 

2020d）。アルエを設置することで、明確な意思決
定が容易になり、供給主体はより多くの人材、資源
を一元的に管理できる。そこで、多様な専門職や高
度な設備が導入可能であるだけでなく、クライエン
トへの対応を迅速にすることが期待できる。また、
遠隔サービスやサービスのデジタル化をさらに推進
することが可能になる。さらに、デジタル化の推進
と並行して、医療・福祉サービスのカルテの一元化
がはかられることから、レベル・分野横断的な情報
共有が可能になる。特に「敷居の低いサービス」を
含めてクライエントの情報を包括的に把握すること
ができることで、より早期対応・予防的サービスの
展開が強化可能となる。そして、各個人の社会福
祉・保健医療及びサービス利用情報のデジタル化は、
個人が参照可能になることでセルフケアの推進にも
つながる。つまり、アルエが目指していることは、
従来のサービス供給の効率化にとどまらない。分野
横断的、レベル横断的なサービス供給を可能にする
ことによって、包括的なサービスの供給を可能にす
るとともに、早期対応、予防的サービスの展開の強
化が可能になる。また、クライエントが主体的に
ウェルビーイングの向上に努めるセルフケアを重要
な要素として視野に入れていたものであり、社会福
祉・保健医療サービスそのものの刷新をはかったも
のである。 
 こうした説明の背後には、アルエの運営が現実的
であったという実態がある。複数のアルエではすで
に医療圏単位で保健医療福祉を担当し、現在のアル
エ体制に近い形態で運営されてきていた。すでに、
Eksoteの事例でもみたように、先行事例では人材、
資源、情報の一元的な管理を踏まえた、多様な専門
職や高度な設備の導入、クライエントへの迅速な対
応、遠隔サービスやサービスのデジタル化が進み、
早期対応・予防的サービスの強化、セルフケアの推
進が実現されていた（Eksote, 2017; 藪長［2021］）。
アルエが目指していたのは、まさにEksoteの全国化

であった。 
 
4. 考 察 
 
４－１．地方制度改革をめぐる文脈から捉えた改革 
   事例 
 それでは、上記の４つの事例を2.で述べた地方制
度改革をめぐる政治的・歴史的文脈の中に位置づけ
ながら、関係するアクターに注目しながら環境変化
への適応として整理していこう。 
 カイヌー行政実験の事例は、ＥＵの市場統合の中
で競争にさらされた地方政府の生き残りのための選
択として、広域化の先駆けとなる事例となった。
1980年代までに福祉国家の整備過程を終えたフィン
ランドでは、1990年代は深い不況の中でＥＵ加盟へ
と舵を切った。80年代までに中央集権的な福祉国家
の整備を終え、90年代は補助金改革によって分権化
を進めていた当時のフィンランドでは、高齢化と人
口流出が進む脆弱な地方周辺部の小規模自治体に対
して、個別補助金による支援から合併等による規模
の経済を利用した財政基盤の安定化をはかることを
模索していた。広域政府の設置は、カイヌー地方、
すなわち下からの改革提案であり、労働者の保護と
普遍的サービスの供給、格差の縮小を重視する社民
党政権の方向性とも一致した。特別法による中央政
府からの一部事務移譲と域内自治体の社会福祉・保
健医療を一体的に担当する広域政府の設置が実現し
た。改革は一部省庁の権限移譲は合意が得られず、
１つの参加自治体の継続反対によって終了したが、
自治体内部のリーダーにより順調に進み、財政安定
とサービスの質の向上が実現した。 
 南カレリア医療圏が社会福祉・保健医療圏
“Eksote”という広域行政圏として新サービスを開
発していった事例は、不利な地理的状況を持つ衰退
する周辺部の自主的な取組みである。取組みをス
タートさせた当時は、地方に主な支持基盤を持つ中
央党が政権を担当し、抜本的な自治体合併を進める
ことができず、ＰＡＲＡＳ改革では行政サービスの
供給単位の必要人口規模を定めることしかできな
かった。しかし、これをきっかけに分断されていた
病院医療と社会福祉とプライマリ・ケアを統合した
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圏域“Eksote”が発足した。Eksoteは、地元大学と
の連携やビジネス・マネジメントの手法の導入、プ
ロジェクト型の資金の活用を利用して、財政改善と
新サービスの開発、事業開発に成功した。脆弱な周
辺部の財政安定化が従来の中央政府の管理による自
治体支援を目的とした補助金の支出からプロジェク
トベースの資金援助や拠点開発型の財政支援へと移
行していたことが背景にある。 
 子ども家庭サービス改革“ＬＡＰＥ”は、中央政
府主導の、複合領域にまたがる広域化、圏域モデル
設置の事例である。新圏域の設置を通じた社会福
祉・保健医療改革を公約に掲げた中央党政権が、利
害調整に難航する中で、中央党の子ども家庭分野の
政策リーダーが構想を描き、大胆な改革を着実に実
施した。子ども家庭分野の課題が表面化していたこ
とと、その一方で先行事例が蓄積されていたこと、
政権が公約に掲げたように社会福祉・保健医療の広
域化は共通認識になっていたこと、すでに圏域とし
て確立されていたマークンタを基盤とし、改革のメ
ニューを圏域で選択できるようにしたことが改革へ
の抵抗を小さくした。しかし、ＬＡＰＥが本来の意
図していた社会福祉・保健医療・学校教育が一体と
なった子ども家庭支援については、明確な結果は出
ていない。専門職・領域間の連携や融合を促すため
のチェンジエージェントの導入などを行ったが、４
年間の政権任期期間は改革の実現までで費やされ、
ＬＡＰＥの成果をみる前に政権が交代し、ＳＯＴＥ
改革が実行に移された。 
 自治体再編を目指した地方制度改革は、2023年の
ＳＯＴＥ改革によるアルエの設置によって一定の決
着をみたといえる。2000年代以降、焦点化した地方
制度に関する議論は、地方に主な支持基盤を持つ中
央党と、自由化と競争力強化を指向する国民連合党
が提案した地方制度改革が、圏域設定に対する地方
からの支持調達や、サービスの自由化に対する合意
形成に失敗し、実現へ至らなかった。マリンの社民
党政権は、社会福祉・保健医療分野に領域を絞り、
既存の広域行政圏マークンタを基盤としたことが、
円滑な合意形成の背景にある。また、高齢化による
医療費の圧縮への絶え間ない努力が必要とされる環
境の中で、医療のデジタル化などの技術的な発展が

広域化への原動力の一つとなり、理論武装を強化し
た。 
 前述の３事例とＰＡＲＡＳなどの地方制度改革に
みられるように、広域化への取組みは試行錯誤を繰
り返しながら異なるアクター間の相互作用の中で断
続的に行われてきた。複雑な状況の中の新しい環境 
― ＥＵ加盟や産業構造変化に伴う競争の拡大と、
集中から取り残される周辺部の人口構造変化（過疎
化、高齢化）、対応するサービスの複雑化に伴う行
政の高度化 ― の中で、制度は自律的な自治体を目
指すという方向性を持ちながらも新要素を加えなが
ら堆積し、地方制度改革をめぐる政治的な混乱の中
で、社会福祉・保健医療分野を主に担当する広域政
府アルエの設置という形で適応したと考えることが
できる（図２参照）。 
 
４－２．むすびにかえて 
 北欧諸国は地方政府が相当な行政及び財政自治権
を持ちながらも、中央政府が一定程度統制しながら
地方政府が事務事業を行うという、地方政府が国家
の融合的な一部を形成するという共通性を持つ。
「北欧福祉国家のモデルの構図は、福祉政策の実施
における地方自治政府の中心的地位の描写なくして
は完結しない」とまで説明される（ペーターセンほ
か［2017］）。 
 本稿では、フィンランドの広域政府創設までの道
程を地方制度改革という文脈の中に位置づけながら、
ＥＵ加盟や技術発展などの外部環境の変化や衰退す
る周辺部の地域の個別の状況からの変革ニーズにも
目を向け、改革にかかわるアクターの構造と対応を
述べてきた。セーレンは、職業訓練制度の成立と展
開の研究で、「我々が見い出すものは転換ではなく
顕著な連続性である。」と述べ、分析視角としての
「制度堆積」のメカニズムの有用性を提案している
（セーレン［2022］：45）。ＳＯＴＥ改革は、新し
く直接選挙によって選ばれた代表が意思決定を行う
広域政府を設置するという抜本的な改革であったよ
うにみえる。しかし、注意深くみれば、フィンラン
ドにおけるＳＯＴＥ改革へ至るまでの経緯は、連続
性を持つ変化であり、複数の環境要因から与えられ
たプレッシャーへの福祉国家のアクターによる適応 

●－自治総研通巻562号 2025年８月号－●

－ 12 －



 

－ 13 － 

●
－自治総研通巻562号 2025年８月号－●

図２ フィンランドにおける地方制度に関する制度堆積と先行事例・試行錯誤 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）筆者作成 

 
の過程であり、制度堆積のプロセスとして考えるこ
とができるであろう。 
 一方、セーレンは「制度が成立するとき、遍く周
囲に歓迎され、そのまま環境に適応するのではない。
むしろ諸アクターが制度のとるべき形態と果たすべ
き機能をめぐって争い合うので、継続的な紛争の対
象となり続ける。」（セーレン［2022］：37）とも
述べている。実際に、ＳＯＴＥ改革によって個別の
圏域ではサービスの変化に対する不満や修正への圧
力が生じている。ＳＯＴＥを実現させた社民党政権
も後退し、国民連合党政権はＳＯＴＥの「手直し」

に取り組んでいる。それについてはここで触れるこ
とができなかった。 
 本稿は、個別の事例における中心的アクターや重
要な環境要因に重点を置いたために、ファクターを
整理して共通性などの相違を検討することはしてい
ない。また、個別に分析対象にする価値のあるボ 
リュームのある事例を大きな流れの中で述べたため、
不足している点も多い。相互依存するアクターの複
雑な作用や偶発性については十分に描き切れたとは
いえないであろう。これらの点については、今後の
課題としたい。 

 
（謝辞 本研究はＪＳＰＳ科研費19Ｈ04368の助成を受けたものです。） 

（やぶなが ちの 東洋大学国際学部教授） 
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